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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年12月27日に提出しました第156期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）半期報告書の記載事

項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第５ 経理の状況 

１ 中間連結財務諸表等 

(1）中間連結財務諸表 

注記事項 

（リース取引関係） 

２ 中間財務諸表等 

(1）中間財務諸表 

注記事項 

（リース取引関係） 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿を付して表示しております。 



第一部【企業情報】 

第５【経理の状況】 

１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

注記事項 

（リース取引関係） 

（訂正前） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

機械装置

及び 

運搬具 

工具、器

具及び 

備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

取得価額相

当額 
61 968 1,029

減価償却累

計額相当額 
25 537 563

中間期末残

高相当額 
35 431 466

 

機械装置

及び 

運搬具 

工具、器

具及び

備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
63 923 987

減価償却累

計額相当額 
23 566 590

中間期末残

高相当額 
39 357 397

 

機械装置

及び 

運搬具 

工具、器

具及び 

備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
63 1,002 1,065

減価償却累

計額相当額 
25 620 645

期末残高相

当額 
38 381 419

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額  

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 202百万円

１年超 272百万円

合計 474百万円

１年内 166百万円

１年超 239百万円

合計 405百万円

１年内 191百万円

１年超 235百万円

合計 427百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 107百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料 114百万円

減価償却費相当額 109百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 224百万円

減価償却費相当額 215百万円

支払利息相当額 9百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

利息相当額の算定方法はリース料総額

とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 15百万円

１年超 3百万円

合計 19百万円

１年内 15百万円

１年超 3百万円

合計 18百万円

１年内 20百万円

１年超 4百万円

合計 24百万円



（訂正後） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

機械装置

及び 

運搬具 

工具、器

具及び 

備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

取得価額相

当額 
61 1,044 1,105

減価償却累

計額相当額 
25 581 607

中間期末残

高相当額 
35 462 497

 

機械装置

及び 

運搬具 

工具、器

具及び

備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
63 992 1,056

減価償却累

計額相当額 
23 583 606

中間期末残

高相当額 
39 409 449

 

機械装置

及び 

運搬具 

工具、器

具及び 

備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
63 1,039 1,102

減価償却累

計額相当額 
25 631 656

期末残高相

当額 
38 408 446

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額  

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 210百万円

１年超 295百万円

合計 506百万円

１年内 181百万円

１年超 276百万円

合計 458百万円

１年内 199百万円

１年超 255百万円

合計 454百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 121百万円

減価償却費相当額 116百万円

支払利息相当額 5百万円

支払リース料 120百万円

減価償却費相当額 115百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料 238百万円

減価償却費相当額 228百万円

支払利息相当額 9百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

利息相当額の算定方法はリース料総額

とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっておりま

す。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 15百万円

１年超 3百万円

合計 19百万円

１年内 15百万円

１年超 3百万円

合計 18百万円

１年内 20百万円

１年超 4百万円

合計 24百万円



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

注記事項 

（リース取引関係） 

（訂正前） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
車輌 

運搬具 

工具・器

具・備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

取得価額相

当額 
61 928 989

減価償却累

計額相当額 
25 527 553

中間期末残

高相当額 
35 400 436

 
車輌 

運搬具 

工具・器

具・備品

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
56 883 939

減価償却累

計額相当額 
22 548 571

中間期末残

高相当額 
33 334 368

 
車輌 

運搬具 

工具・器

具・備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
59 962 1,021

減価償却累

計額相当額 
24 606 631

期末残高相

当額 
34 355 389

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 195百万円

１年超 249百万円

合計 444百万円

１年内 157百万円

１年超 218百万円

合計 376百万円

１年内 183百万円

１年超 213百万円

合計 397百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利

息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 108百万円

減価償却費相当額 103百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料 109百万円

減価償却費相当額 104百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料 216百万円

減価償却費相当額 207百万円

支払利息相当額 8百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

○減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

○減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

○減価償却費相当額の算定方法 

同左 

○利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

○利息相当額の算定方法 

同左 

○利息相当額の算定方法 

同左 



（訂正後） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
車輌 

運搬具 

工具・器

具・備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

取得価額相

当額 
61 1,003 1,065

減価償却累

計額相当額 
25 572 597

中間期末残

高相当額 
35 431 467

 
車輌 

運搬具 

工具・器

具・備品

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
56 952 1,008

減価償却累

計額相当額 
22 565 588

中間期末残

高相当額 
33 386 420

 
車輌 

運搬具 

工具・器

具・備品 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相

当額 
59 999 1,058

減価償却累

計額相当額 
24 617 642

期末残高相

当額 
34 381 415

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 203百万円

１年超 272百万円

合計 475百万円

１年内 172百万円

１年超 256百万円

合計 428百万円

１年内 190百万円

１年超 233百万円

合計 423百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び支払利

息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 117百万円

減価償却費相当額 112百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料 116百万円

減価償却費相当額 111百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料 229百万円

減価償却費相当額 220百万円

支払利息相当額 9百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

○減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

○減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

○減価償却費相当額の算定方法 

同左 

○利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

○利息相当額の算定方法 

同左 

○利息相当額の算定方法 

同左 
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